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男女共同参画社会の
形成の状況

第1部特集id8.indd   1第1部特集id8.indd   1 13/06/12   16:0413/06/12   16:04
プロセスシアンプロセスシアンプロセスマゼンタプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスイエロープロセスブラックプロセスブラック



2

第1部特集id8.indd   2第1部特集id8.indd   2 13/06/12   16:0413/06/12   16:04
プロセスシアンプロセスシアンプロセスマゼンタプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスイエロープロセスブラックプロセスブラック



3

3

成
長
戦
略
の
中
核
で
あ
る
女
性
の
活
躍
に
向
け
て

特
集

男女共同参画社会の実現に向けた様々な取組の積み重ねにもかかわらず，各種の指標や統計データに表れ
ているとおり，我が国の経済分野において，女性はいまだ十分にその能力を発揮できていない。
女性が経済分野においても存分にその力を発揮する機会を得ることは，公平・公正といった理念に根差し

た社会的な要請であることは言うまでもないが，他方で，近年，経済成長の担い手としての女性への期待が
「眠れる資源」，「潜在力」，「含み資産」といった様々な言葉で語られるようにもなっている。
人口減少と少子高齢化の下にある我が国が，国，地域，企業，世帯等あらゆるレベルで再び力強い成長の

歩みを取り戻すためには，女性の活躍こそ原動力であり，成長戦略の中核となる。
どのような雇用形態で働いているか，家庭を持っているか，子どもがいるか，どのような教育を受けたか，

世帯としての経済状況はどうか，親の介護が必要な状態か，配偶者との役割分担はどうかといった点におい
て男女は多様な状況にあるが，現状ではそれらの要因が働き方に与える影響は男性に比べて女性で大きくな
りがちである。
本特集編では，そうした要因や要因相互の関係にも注意しながら，女性を取り巻く状況，人々の意識や行

動等を概観し，現下の成長戦略の中核である女性の活躍に向けて，今後の課題と取組の方向性を明らかにし
ていく。

第 1節　経済再生における女性の役割
●我が国における女性の就業率は上昇しており，海外の主要国と比べてもほぼ同水準。
●時代とともに主な就業の場が変化し，活躍の場も海外へと拡大しているが，性別による特徴あり。
管理職に占める女性割合は漸増しているが，国際的に見るとその水準は低い。

第 2節　女性の労働力率（Ｍ字カーブ）の形状の背景
●有配偶女性と無配偶女性では労働力率の形状が大きく異なるが，どちらも若い世代ほど全般的に労
働力率が上昇。非正規雇用の女性の労働力率が，若い世代ほど高くなっている一方，正規雇用の女
性では，世代による差は見られず。
●小学・中学・高校卒の女性と比べて，短大・高専卒及び大学・大学院卒の女性の労働力率は，結
婚・出産期の落ち込みが大きく，その後も上昇せず。
●女性の就業希望者は303万人。非正規雇用を希望する者が 7割超。

第 3節　女性のライフステージと就業
●結婚前に就業していた女性のうち約 3 割が結婚を機に離職し，第 1 子出産でさらに約 4 割が離職
（第 1子出産前に仕事を持っていた者を基準とした場合は，約 6割が第 1子出産を機に離職）。
●非正規雇用の女性は，20歳代後半を除いて，非正規雇用を柔軟な働き方であると考えて選択してい
る割合が高い。
●女性の労働力率が減少し始める（出産・育児に当たる）時期と企業で管理職に昇進する年齢階級が
重なり，介護・看護に当たる時期と役員人数が増加する年齢階級もほぼ同様。

集特 のポイント
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第1部　男女共同参画社会の形成の状況

第 1節 経済再生における女性の役割

1 　我が国経済を取り巻く状況
我が国の経済や社会の構造は，バブル経済崩壊後
の20年ほどの間に，大きな変化を遂げている。これ
を⑴経済全体の変化，⑵企業・雇用面での変化，⑶
世帯における変化，の 3つに分けて概観する。

⑴　経済全体の変化
我が国経済は，バブル経済崩壊後の低成長とデフ
レの持続と並行して，経済のサービス化とグローバ
ル化の進展等，その構造が大きく変化している。
平成 2 年以降の産業別の名目GDPの構成比を見
ると，製造業の割合が28.2％から20.0％に低下する
中で，サービス業の割合が17.0％から26.1％へ，10
ポイント近く上昇している（第 1－特－ 1 a図）。
経済のグローバル化も顕著である。かつて国内で
完結していることが多かったサプライチェーンは，
今や近隣諸国はもとより世界規模に拡大し，生産拠
点の海外移転も活発に行われている1。

⑵　企業・雇用を取り巻く環境の変化
耐久消費財が広く普及した今日，個人や世帯の消
費は横並びから個人の嗜好に基づくものへと変化
し，製造業の生産形態は少品種大量生産から多品種
少量生産への移行という大きな流れが続いている。
また，生産技術や情報通信技術（ICT：Information 
Communication Technologies）の発展・普及に伴
い，製造作業や事務作業における定型業務が効率化
され，就業者の業務も知的作業中心へと変化してい
る。
企業が対象とする市場は，もはや国内にとどまら
ない。海外の市場は規模が大きく，急速な経済成長
が続いている地域もある。消費者の嗜好や商習慣が
我が国とは異なる海外市場において競争に勝ち抜く
ためには，これまでとは異なる戦略が必要となる。
他方で，ICTの発展・普及等によって株式市場のグ
ローバル化が進み，我が国の企業においても株主に
占める外国法人等の割合が増加している（第 1－特
－ 1 b図）。このような中で，企業には，製品・サー
ビスの開発や市場の開拓，更に経営全般において多
様な視点を確保する，いわゆるダイバーシティ経営
が求められている。
また，長らく我が国特有の雇用慣行の一つである

第 4節　女性の活躍を支える環境
●育児関連措置の整備が進んでいるが，利用しやすさという点で改善の余地あり。
●男性の労働時間は減少しているが，家事関連時間は女性と比べると依然として短い。女性では，末
子就業前の時期における家事関連時間が特に長い。
●柔軟な就業・勤務形態として自営業・起業やテレワークに可能性。テレワークには，仕事と育児・
介護等との両立について，メリットがある一方で課題も指摘されている。

第 5節　女性の活躍に向けた今後の課題等
●諸外国では，企業の情報開示，役員会における多様性（ダイバーシティ）の確保，企業へのインセ
ンティブ付与（補助金給付等）等様々な取組を通じて女性の活躍を促進。
●我が国でも，女性の活躍を経済再生・活性化に関連付け，質・量双方の側面から女性の潜在力を引
き出そうとする議論・取組を活発に展開中。
●女性のライフステージごとの課題に対応した施策を展開するとともに，企業による積極的な取組を
促していくことが重要。長時間労働の抑制や働き方の見直し等を通じて，男女を問わずワーク・ラ
イフ・バランスを推進していくことなども不可欠。

1  日本銀行「国際収支統計」で直接投資残高の推移を見ることによって，海外で日本企業の事業が拡大していることをうかがうこと
ができる。

第1部特集id8.indd   4第1部特集id8.indd   4 13/06/12   16:0413/06/12   16:04
プロセスシアンプロセスシアンプロセスマゼンタプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスイエロープロセスブラックプロセスブラック



5

5

成
長
戦
略
の
中
核
で
あ
る
女
性
の
活
躍
に
向
け
て

特
集

と考えられてきた長期雇用慣行に近年変化が見えつ
つあるとされ2，労働市場の変革が今後も進むと考
えられる。

⑶　世帯を取り巻く環境の変化
世帯構成や家計においても変化が起きている。
世帯構成の面から見ると，典型的な核家族という
印象がある夫婦と子供から成る世帯は，近年減少が
続いている。代わって単独世帯が増加しており，平
成22年には 3世帯に 1世帯の割合に達している。総
務省「国勢調査」によると，一般世帯の平均世帯人
数は，昭和55年の3.22人から平成22年の2.42人に減
少している（第 1－特－ 1 c図）。
また，共働き世帯の増加が続いており，平成 9年
以降は男性雇用者と無業の妻から成る世帯を上回っ
ており，近年その差は益々広がっている（第 1部第

2章　第 1－ 2－19図参照）。
家計の面から見ると，二人以上の世帯のうち勤労
世帯3における男性世帯主の 1 か月当たりの収入
は，平成12年の44.6万円から24年の39.5万円へと減
少している。

2 　経済分野における女性への期待
我が国経済を取り巻くこのような大きな環境変化
の中で，経済成長の担い手としての女性の可能性が
注目されている。
まず，女性の就業が拡大し，より多くの女性が新
製品・新サービスの開発に参画することによって，
多様な経験や価値観が反映され，これまでになかっ
た新しい市場が開拓されることが期待される（コラ
ム 1参照）。
また，少子高齢化が進行する中，今後に見込まれ

第 1－特－ 1図　我が国経済を取り巻く環境
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　１.（ａ．について）内閣府「国民経済計算」よ

り作成。平成12年基準（93SNA），名目値。
　２.（ｂ．について）東京証券取引所等「平成23

年度株式分布状況調査の調査結果について」
より作成。

　３.（ｃ．について）総務省「国勢調査」より作
成。

4.1
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26.3

2  長期的雇用慣行の変化については多くの実証研究が行われているが，使用するデータによって分析結果が異なることが指摘されて
いる。

3 世帯主が会社，官公庁，学校，工場，商店等に勤めている世帯をいう。世帯主が社長，取締役，理事等会社団体の役員である世帯
は含まない。
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第1部　男女共同参画社会の形成の状況

コラム 1
女性が中心になって進められた新商品の開発事例
○　世界中から着想を得て展開する飲料シリーズ
個性的なネーミングやフレーバー（味，風味等）で消費者に訴求している「世界のKitchenから」は，入社 7年目の
海外旅行好きな女性社員が出した「自家製，作り手のこだわり」と「女性が飲みたい飲み物が作りたい」というアイデ
アから誕生した。
主に女性をターゲットとした商品開発では，当初のアイデアから「お母さん」という最終コンセプトを導き，女性社
員が中心になって実際に海外の「お母さん」を訪ねながら探したヒントを手作りで再現し，ひと手間加えるというプロ
セスを確立した。課題となったのは，従来の商品開発とは異なるプロセスやこれまでにないコンセプトを消費者に伝え
るためのブランド名の開発が必要となったことなどだった。これらの課題に対して，女性社員を中心としてチームの意
見をまとめ，関係部門との協力・連携を密に行いながら取り組んだことなどによって，当初のアイデアの実現が可能と
なった。
ブランド立ち上げから 7年経った今でも，ブランド力強化に向け，当初のこだわりを貫き，新しいアイデア探しや消
費者のニーズに合った広告やパッケージ作り等が行われており，ターゲットとなる消費者層を拡大させながら，既存の
商品分類の枠を超えた商品づくりに取り組んでいる。
○　海外生まれの果汁入り炭酸飲料
日常的に飲まれる水や茶に比べて持続的な消費が難しい炭酸飲料において注目を集めている「オランジーナ」は，開
発チームの「欧州を中心とした海外での人気商品の魅力を日本の消費者へ伝えること」への強い思い入れにより商品化
された。
社を挙げての商品開発のブランドマネジャーに起用されたのは，自らの留学経験から海外関係業務を希望していた当
時入社 2年目の女性だった。若手社員がブランドマネジャーを任されることは珍しくなかったが，主要な開発メンバー
は 3人の女性を含む 5人のうち 4人が20歳代かつ異なる担当部門の社員で構成され，海外グループ会社を含めた関係部
署の協力を得ながらの商品開発は困難や課題が多かった。しかし，意見交換が活発で年齢や性別に捉われない企業風土
の下，顔の見えるコミュニケーション等を通じてブランドマネジャーの能力と熱意は最大限にいかされ，主要な開発メ
ンバーを超えて各関係部門の社員が一丸となった。その結果，専用ペットボトルの開発，ラベルの工夫等や，効果的な
プロモーション活動の展開による他商品との差別化が可能となり，海外生まれの果汁入り炭酸飲料という市場の開拓に
つながった。
今後も消費者の「飲みたい」を引き出し，主力ブランドへ成長させることがチームの目標となっている。

る生産年齢人口の減少による影響を女性の就業拡大
によって緩和することができる。国立社会保障・人
口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年 1 月
推計）」（出生中位・死亡中位）によれば，平成24年
から54年の間に， 0～14歳の年少人口と15～64歳の
生産年齢人口がそれぞれ減少（年少人口：599.3万
人減，生産年齢人口：2,418.8万人減）する一方で，
65歳以上の老年人口が795.1万人増加すると見込ま
れる（第 1 －特－ 2 図）。また，総務省「人口推計
（平成24年10月 1 日）」によれば，平成23年10月 1 日
から24年 9 月30日の 1 年間における人口減少は28.4
万人であったが，国立社会保障・人口問題研究所に
よる前述の推計によれば，54年には年間で100万人

超の減少が予想される。
さらに，女性の就業に伴い，従来主に女性が家庭
で担っていた介護・育児・家事等の一部が市場化さ
れた場合，関連産業における需要が拡大し，経済に
影響を与えることが考えられる（特集第 3節 2⑶参
照）。
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3 　経済分野における女性の活躍の現状
⑴　女性の就業の現状
（全体の傾向）
平成24年における全就業者に占める女性の割合は
42.3％であり，海外の主要国と比べて大きな差は見
られない（第 1 －特－ 3 図）。平成15年から24年の

間の就業者数の増減を見ると，男性が103万人減少
する一方で，女性は57万人増加している。ただし，
管理的職業における女性の割合は近年漸増傾向にあ
るものの，欧米諸国のほか，シンガポール，フィリ
ピンといったアジア諸国と比べても低い水準にとど
まっている。

第 1－特－ 3図　就業者及び管理的職業従事者における女性割合
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（備考）１． 総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年），独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比
較2012」より作成。

　　　　２． 日本は平成24年，オーストラリアは2008（平成20）年，その他の国は2010（平成22）年のデータ。
　　　　３． 総務省「労働力調査」では，「管理的職業従事者」とは，就業者のうち，会社役員，企業の課長相当職以上，管理

的公務員等をいう。「管理的職業従事者」の定義は国によって異なる。
　　　　４． 総務省「労働力調査」では，平成24年１月結果から，算出の基礎となる人口が24年国勢調査の確定人口に基づく推

計人口（新基準）に切り替えられている。

第 1－特－ 2図　30年ごとの人口の増減（昭和57年→平成24年→54年）
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（備考）総務省「人口推計」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１
月推計）」（出生中位・死亡中位）より作成。

老年人口（65歳以上）

年少人口（０～14歳）

生産年齢人口（15～64歳）

＋795.1

－2,418.8

－599.3
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第1部　男女共同参画社会の形成の状況

（産業別の状況）
平成14年以降の就業者数の変化を産業別に見ると，
男女とも，製造業で大きく減少し，医療・福祉で最も
増加している（第1部第 2章　第1－2－7図参照）。
特に，医療・福祉では女性の増加が目立っている。
平成24年においては男性では，製造業（20.1％），

卸売業・小売業（14.3％），建設業（11.9％）で割合が
高くなっている一方，女性では，医療・福祉（20.0％）
及び卸売業・小売業（19.7％）が最も多く，製造業
（11.5％）がこれに続いている（第1－特－ 4 a図）。

（職種別の状況）
職業別に過去10年間の就業者数の変化を見ると，

男女とも，最も減少した職種は運輸従事者，製造作
業者，労務作業者等であり，就業者数が増加した職
種は，専門的・技術的職業と保安職業・サービス職
業である4。
平成24年における就業者の職種別割合を見ると，
男性では，生産工程従事者で就業者が著しく減少し
ているにもかかわらず依然としてその割合が最も多
く（17.8％），専門的・技術的職業5（15.0％）と販
売従事者（14.0％）がこれに続いている。女性につ
いても，事務作業のIT化の進展等に伴い事務従事
者数は減少しているとは言え，依然としてその割合
が最も高く（27.0％），近年就業者が増加している
サービス職業（19.1％）と専門的・技術的職業

第 1－特－ 4図　産業別及び職業別の就業の状況（男女別，平成24年）

0 20 40 60 80 100（％）

女性

男性

建設業 製造業
運輸業・郵便業 卸売業・小売業
宿泊業・飲食サービス業 医療・福祉
サービス業（他に分類されないもの）
その他の産業

2.6 2.311.5

11.9 20.1 7.7 14.3 4.0
4.8 7.5 29.5

19.7 8.7 20.0 7.1 28.0 女性

男性

0 20 40 60 80 100（％）

17.6

15.0 13.7 14.0 6.9 17.8 8.2 24.3

12.59.719.113.927.0 0.2

専門的・技術的職業従事者 事務従事者
販売従事者 サービス職業従事者
生産工程従事者 建設・採掘従事者
その他の職業

（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）より作成。
　　　　２．（ａ．について）男女それぞれの上位５位の産業を抜出し，それ以外の産業は「その他の産業」に分類している。
　　　　３．（ｂ．について）「専門的・技術的職業」には，研究者，技術者，医師，看護師，弁護士，公認会計士，保育士，教員，芸術家

等が，「保安職業」には自衛官，警察官等が，「サービス職業」には家庭生活支援サービス，ホームヘルパー，美容師，クリー
ニング，接客・給仕等が含まれる。「その他の職業」は「分類不能の職業」を含む。

ａ．就業者数の産業別割合 ｂ．就業者数の職業別割合

4  平成21年 1 月に職業分類が改訂されたこと，及び23年以降のデータに新しい推計人口基準が適用されていることにより，データは
完全には連続していない。

5 専門的・技術的職業には，研究者，技術者，医師，看護師，弁護士，公認会計士，保育士，教員，芸術家等が，保安職業には自衛官，
警察官等が，サービス職業には家庭生活支援サービス，ホームヘルパー，美容師，クリーニング，接客・給仕等が含まれる。

（17.6％）がこれに続いている（第 1－特－ 4 b図）。

⑵　雇用における女性
（事業規模別の状況）
平成24年現在，雇用者数における女性の割合は

42.8％となっている。長期にわたる景気の低迷を受
けて男性の雇用者数が横ばいから微減傾向にあるの

に対して，女性はおおむね増加傾向が続いている。
農林漁業分野を除く雇用者を勤務先企業の従業者
規模別に見ると，女性は男性に比べて小規模な企業
に雇用されている割合が多いものの（第 1 －特－
5 a図），近年は，従業者100人以上の企業に雇用さ
れる女性の数が徐々に増加している。
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（雇用形態別の状況）
雇用形態における状況を見ると，非正規雇用6は，

女性の半数以上を占める一方，男性では約 2 割と
なっている（第 1－特－ 5 b図）。
雇用形態を従業上の地位別に見ると，総務省「労
働力調査」（平成25年 3 月）によれば，男性の場合，
役員を除く一般常雇（契約期間が 1年を超える有期
の契約及び無期の契約）2,664万人のうち「正規雇
用」かつ「無期の契約」は2,161万人であり，一般

常雇に対する割合は81.1％である。これに対して，
女性の場合，一般常雇2,023万人のうち「正規雇用」
かつ「無期の契約」は972万人であり，一般常雇に
対する割合は48.0％となっている（第 1 －特－ 6
図）。
また，「非正規雇用」（女性：1,277万人，男性：
610万人）のうち，女性では 3分の 1に当たる454万
人が，男性では 2 割に当たる123万人が，それぞれ
「一般常雇」かつ「無期の契約」である。

第 1－特－ 5図　従業者規模別及び雇用形態別の雇用の状況（男女別，平成24年）

0

1～29人

男性

女性

30～99人 100～499人 500人以上

20 40 60 80 100（％）

（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）より作成。
　　　　２．働いている事業所が属する企業（本店・支店・工場・出

張所などを含めた企業全体）でふだん働いている従業者
数の規模により区分している。 （備考）総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成24年）より作成。

33.2 18.1 21.1 27.6

32.320.516.730.5

正規の職員・従業員 非正規の職員・従業員
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2.4

正規の職員・従業員 パート・アルバイト
労働者派遣事業所の派遣社員
契約社員・嘱託 その他

2.1

2.9

100（％）
ａ．雇用者数の従業者規模別割合 ｂ．役員を除く雇用者における正規／非正規雇用者の割合

第 1－特－ 6図　雇用形態と従業上の地位（男女別，平成25年 3 月）
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（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」（平成25年３月）より作成。
２．「正規の職員・従業員」を「正規雇用」，「非正規の職員・従業員」を「非正規雇用」としている。
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6  総務省「労働力調査」における非正規の職員・従業員を指す。パート，アルバイト，労働者派遣事業所の派遣社員，契約社員及び
その他が含まれる。それぞれの分類は，勤め先の呼称に基づく。
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第1部　男女共同参画社会の形成の状況

⑶　女性管理職の状況
管理的職業従事者（男女計）は，平成 4 年の260

万人をピークに減少を続けており，24年にはピーク
時の約 6 割に当たる153万人となった。女性も 8 年
をピークに減少し，24年における人数は17万人と
なったが，男性に比べて減少の幅は緩やかである。
長期にわたる景気停滞に伴う人件費削減や，事業環
境の変化に迅速に対応するための組織のフラット化
等を背景に管理的職業従事者全体が大きく減少して
おり，女性の割合は相対的に上昇傾向にある（第 1
－特－ 7 a図）。
管理的職業従事者の増減を産業別に見ると，男女
とも，就業者人口が大きく減少した業種において管
理的職業従事者数も減少している。ただし，男性で
は，金融業・保険業・不動産業及びサービス業にお

いては，就業者数が大きく減少していないにもかか
わらず管理的職業従事者数が減少している7（第 1
－特－ 7 b図）（第 1 部第 2 章　第 1 － 2 － 7 図参
照）。

⑷　自営業・農林漁業
（自営業）
平成24年における自営業主数の対人口割合は，男
性では7.9％，女性では2.4％となっている。男女別
に自営業主の多い産業を見ると，男性では，上位か
ら農林漁業，建設業，卸売業・小売業の順になって
おり，これらの産業合計で 5割を超える。一方，女
性では，生活関連サービス業・娯楽業，卸売業・小
売業，教育・学習支援業となっている（第 1－特－
8図）。

第 1－特－ 7図　管理的職業従事者数等の推移（男女別）
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（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。
　　　　２．総務省「労働力調査」では，「管理的職業従事者」とは，就業者のうち，会社役員，企業の課長相当職以上，管理的公務員等

をいう。
　　　　３．平成23年調査より21年基準の日本標準職業分類が適用されているため、データは完全には接続していない。
　　　　４．平成24年１月結果から算出の根拠となる人口が22年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）に切り替えられている。
　　　　５．（ｂ．について）「卸売業・小売業」の平成12年の数値には，「卸売業」及び「小売業，飲食店」が含まれる。「サービス業」

の24年の数値には，「学術研究，専門・技術サービス業」，「宿泊業，飲食サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，「教
育，学習支援業」，「医療，福祉」，「複合サービス事業」，「サービス業（他に分類されないもの）」及び「物品賃貸業」が含ま
れる。

　　　　６．（ｂ．について）増減が男女いずれも１万人に満たない産業は省略した。
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ａ．管理的職業従事者数（男女別）及び女性割合の推移 ｂ．産業別管理的職業従事者の増減（男女別，平成12年→24年）
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7  第 1 －特－ 7 b図におけるサービス業には，第 1－特－ 4 a図における宿泊業・飲食サービス業，医療・福祉及びサービス業（他に
分類されないもの）等が含まれる。
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第 1－特－ 8図　自営業主数の産業別割合（男女別，平成24年）
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農林漁業 建設業 卸売業・小売業 生活関連サービス業・娯楽業
教育・学習支援業 その他の産業

（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成24年）より作成。
　　　　２．男女それぞれの上位３産業を抜き出し，それ以外の産業は「その他の産業」に分類している。

コラム 2
農山漁村で活躍する女性農業者の事例
女性は，我が国の農業就業人口の半数（51.7％）を占めるなど農林水産業において重要な役割を果たしており，地域

資源をいかした加工品づくりや直売所等での販売，農業体験受入れやレストランの経営等，女性の感性をいかした事業
が各地で展開されている。このような事業の普及・推進を図るため，「農山漁村男女共同参画優良活動表彰」8や「農
山漁村女性・シニア活動表彰」9等が農山漁村男女共同参画推進協議会において実施されている。
平成24年度農山漁村男女共同参画優良活動表彰において農林水産大臣賞を受賞した高博子さん（石川県七尾市）は，
12年に結婚と同時に夫とともに就農し，高農園を経営して，伝統野菜・西洋野菜の栽培（能登島赤土野菜，20haで約
200品種）や全国のデパートやレストランへの販売を行っている。「仕事はお互いに適材適所で，やれる人がやる」を
モットーに，常に夫婦で協力し，話し合いながら情報共有を行っている。明確な役割分担を設けず，農作業，農業機械
の操作・修理，出荷・販売等全ての農作業について，夫婦どちらでも対応できる体制を構築している。
夫婦の生涯の目標として「農業から派生する限りなく広がる夢を一つずつかなえること」，「農業という仕事のすばら

しさを伝えること」，「野菜の限りない可能性を発信し続けること」を掲げ，夫婦揃って取得した野菜ソムリエの資格を
いかし，消費者とのコミュニケーションを重視した販売促進活動を実施している。また，安心でおいしい野菜を作るた
めの土づくりや低農薬栽培を実践し，地元農業者と共に「能登エコファーマーズ倶楽部」を組織してエコ農業について
のPR活動にも取り組んでいる。平成18年には認定農業者に認定され，その後も高農園の販売部門を担う株式会社能登
大地や，エディブルフラワーの栽培・加工販売部門を担う「りらく」を立ち上げるなど， 6次産業化にも意欲的に取り
組み，次々と新たな夢に向かってチャレンジしている。

8  次世代を担う地域リーダーとなることが見込まれている女性や，女性の参画を積極的に推進している組織等を表彰。
9 農林水産業及び農山漁村生活，農山漁村の活性化に優れた活動の実績をもつ女性，女性グループ等を表彰。

（農林漁業）
農林水産省「農業センサス」によると，平成18年
以降，農業従事者に占める女性の割合は約50％で横
ばいが続いている。農林水産省「新規就農者調査」

によると，新規就農者に占める女性割合は，21年以
降20％前後で推移している。また，農林水産省「漁
業就業動向調査」によれば，漁業従事者における女
性割合は15%程度の水準で漸減傾向にある。
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第 2節 女性の労働力率（Ｍ字カー
ブ）の形状の背景

女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人
口（就業者＋完全失業者）の割合）は，結婚・出産
期に当たる年代に一旦低下し，育児が落ち着いた時
期に再び上昇するという，いわゆるＭ字カーブを描
くことが知られており，近年，Ｍ字の谷の部分が浅
くなってきている（第 1部第 2章　第 1－ 2－ 1図

参照）。ここでは，女性の年齢階級別労働力率を
様々な角度から検討し，Ｍ字の形状を描く背景及び
形状の変化に関する要因を考える。

1 　世代及び配偶関係による特徴
⑴　世代別特徴
女性の世代ごとの労働力率を見ると，若い世代ほど，

Ｍ字カーブの 2つの山が高くなると同時に谷が浅くなり，
かつ，谷が右方向にずれている（第 1－特－10図）。

第 1－特－ 9図　海外における就業の状況

（万人） （％）

民
間
企
業

関
係
者

（備考）１．外務省「海外在留邦人数調査統計」（平成24年速報版）
より作成。

　　　２. 平成23年10月１日現在における，３か月以内の短期滞
在者及び永住者を除く在留邦人数から，更に「同居家
族」を除いた「本人」の数値。

　　　３．「自由業及び専門的職業関係者」には，僧侶，文芸家，
弁護士，合気道師範等，芸術家，建築家，医師等が含
まれる。

　　　４．「その他」には，無職，ハウスメイド，給仕，外国政府
職員，ワーキングホリデー等による長期滞在者等が含
まれる。
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（備考）内閣府「女性の政策・方針決定参画状況調べ」（平成
24年12月）より作成。

a．海外在留邦人数（男女別）及び女性割合（平成23年） b．国連等の国際機関日本人職員数（男女別，専門職以上）及び女性割合の推移

女性人数 女性割合（右目盛）男性人数

⑸　海外における就業
外務省「海外在留邦人数調査統計」（平成24年速

報版）によると，随行家族としてではなく自らの就
業・就学等のために海外に在留する長期滞在者は，
平成23年10月 1 日現在で49.8万人となっており，
36.2％を女性が占めている。女性の海外就業者・就
学者では，留学生・研究者・教師が8.7万人と最も
多くなっている。女性の海外就業者では，民間企業
関係者が 3万人強と最も多いが，男性の雇用者が多

いため，民間企業関係者全体に対する女性の割合は
12.8%となっている。女性就業者割合では自由業及
び専門的職業関係者が39.9%でその他を除いて最も
高く，漸増傾向にある10。また，人数は少ないが，
政府関係機関職員に占める女性の割合も30％を超え
ている（第 1－特－ 9 a図）。
国連等の国際機関職員は特に女性の割合が高く，
専門職以上の日本人職員の半数以上を女性が占めて
いる（第 1－特－ 9 b図）。

10 自由業及び専門的職業関係者には，僧侶，文芸家，弁護士，合気道師範等，芸術家，建築家，医師等が含まれる。
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第 1－特－10図　女性の年齢階級別労働力率の世代による特徴
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（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」（年平均）より作成。
　　　　２．グラフが煩雑になるのを避けるため，出生年５年間を１つの世代とし

てまとめたものを，昭和53～57年生まれ以前について，１世代おきに
表示している。全ての世代を考慮した場合も，おおむね同様の傾向が
見られる。

平成５～９年生まれ
昭和63～平成４年生まれ
昭和58～62年生まれ
昭和53～57年生まれ
昭和43～47年生まれ
昭和33～37年生まれ
昭和23～27年生まれ
昭和13～17年生まれ

コラム 3
世代別分析のねらいと結果の見方
本特集編では，年齢階級別労働力率や，男女共同参画に関する意識，週労働時間等を世代別に分析している。このよ
うに世代ごとの意識や行動を分析する方法は，「コーホート分析」と呼ばれている（コーホートとは，ある期間に出生・
婚姻等何らかの事象が発生した人を集団として捉えたもの）。一般に目にする集計結果では，調査時点における対象者
の年齢階級に着目して分析が行われることが多いが， 5年あるいは10年といった単位で同じ期間に生まれた者の集団を
追跡することで，異なる世代が同じ年齢階級に達した際にどのような違いがあるか，ある世代が年齢を重ねるにつれて
どのように変化していくかといった特徴を把握・分析することが可能となる。
第 1－特－10図は，女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口の割合）について，世代別にその動きを追っ
たものである。例えば，「昭和43～47年生まれ」に着目すると，30～34歳時点で労働力率が大きく下がった後，35～39歳，
40～44歳と年齢が上がるにつれて労働力率が回復していることが分かる。一つの折れ線を横軸方向に見ていくことで，
その世代が年齢を重ねていく際の特徴が明らかになる。
一方，25～29歳の年齢階級を縦方向に見ると，「昭和23～27年生まれ」より「昭和33～37年生まれ」の方が高く，「昭和
43～47年生まれ」は更に高いといったように，若い世代ほど25～29歳時点の労働力率が高くなっていることが分かる。グ
ラフの縦軸方向に異なる世代同士を比較することによって，特定の年齢階級に達したときの世代間の特徴が明らかになる。
この分析手法では，例えば，平成24年時点で40～44歳に当たる「昭和43～47年生まれ」の世代について45歳以上の年
齢階級に折れ線を伸ばすことはできず，若い世代ほど折れ線が短くなる。また，調査開始時期や調査方法の変更によっ
て，遡れる期間が限定される場合があることなどにも留意が必要となる。

第 1－特－10図　女性の年齢階級別労働力率の世代による特徴〔再掲〕
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昭和43～47年生まれ
昭和33～37年生まれ
昭和23～27年生まれ
昭和13～17年生まれ

【縦軸方向】それぞれの世代が各年
齢階級に達したときの違いを比較
することが可能

【横軸方向】ある世代が年齢を重ねる
につれてどのように変化するかを観察
することが可能
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第1部　男女共同参画社会の形成の状況

⑵　配偶関係別の特徴
労働力率を配偶関係別に詳しく見ると，男女と

も，40～50歳代後半において離別・死別の割合が高
い（第 1 －特－11図）。年齢階級別配偶関係別就業
者を，同年齢階級別配偶関係別の総人口で除して労
働力率を求めると，有配偶の女性は年齢が高くなる
につれて労働力率が上昇し，未婚女性は20歳代後半
をピークにその後低下する。配偶者と離別・死別し
た女性は，年齢にかかわらず就業率が高い（第 1－
特－12図）。
世代別に更に詳しく見ると，有配偶の女性は，若
い世代ほど25～29歳での労働力率が高い。また，昭
和43年生まれ以降の世代ではこれまでのところ谷は

見られず，若い世代ほど労働力率が全般に高いと言
える。
また，無配偶の女性の場合，25～29歳にかけて労
働力率が上がり，その後50歳代前半にかけて横ばい
又は微減となる傾向が全世代共通で見られ，やはり
若い世代ほど労働力率が高くなっている（第 1－特
－13図）。
女性全体のＭ字カーブが解消傾向に向かっている
要因としては，もともと労働力率が高い無配偶の割
合が上昇していることに加えて（第 1－特－20図参
照），配偶者の有無を問わず，若い世代ほど全般に
労働力率が上昇していることが考えられる。

第 1－特－11図　年齢階級別労働力率の配偶関係別内訳（男女別，平成24年）

（備考）総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）より作成。
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第 1－特－12図　女性の年齢階級別配偶関係別労働力率（平成24年）

（備考）総務省「労働力調査（基本統計）」（平成24年）より作成。
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第 1－特－13図　女性の年齢階級別労働力率の世代による特徴（配偶者有無別）
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（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」（年平均）より作成。
　　　　２．グラフが煩雑になるのを避けるため，出生年５年間を１つの世代としてまとめたものを，昭和53～57年生まれ以前

について，１世代おきに表示している。全ての世代を考慮した場合もおおむね同様の傾向が見られる。
　　　　３．有配偶の15 ～ 19歳は標本数が非常に少ない。有配偶の平成５～９年生まれは，該当データがない。
　　　　４．平成９年以前の調査では，55～59歳と60～64歳が１つの年齢階級にまとめられているため，ここでは55～64歳のデー

タを示している。
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2 　就業形態及び教育による特徴
⑴　就業形態別の特徴
女性の就業形態を見ると，男性に比べて若年層で

も非正規雇用が多いことに加え，多くの女性が結

婚・出産期にさしかかる25歳以降で，正規雇用が減
少して非正規雇用が増加する傾向が見られる（第 1
－特－14図）。正規雇用として働き始めた女性も，
結婚，出産等とライフイベントを重ねるにつれて，

第 1－特－14図　年齢階級別労働力率の就業形態別内訳（男女別，平成24年）

（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成24年）より作成。　　　　
２．正規雇用は，「正規の職員・従業員」と「役員」の合計。非正規雇用は「非正規の職員・従業員」。
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自営業主：139万人 非正規雇用：1,247万人
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徐々に，非正規雇用，あるいは一時的な離職といっ
た選択を行っていると考えられる。
なお，男性には，このようなライフステージと連

動した就業形態の変化は見られない。

⑵　教育別の特徴
女性の雇用形態別内訳を教育別に見ると，小学・

中学・高校卒の女性に比べて，短大・高専卒及び大
学・大学院卒の女性の方が，左側の山と谷の差が大
きい。どの場合でも左側の山の方が高いが，短大・
高専卒及び大学・大学院卒の女性は，小学・中学・
高校卒の女性に比べて左側の山と右側の山の差が大

きい。また，到達した教育段階が高いほど，全年齢
階級において非正規雇用の割合が低く，M字の右側
の山における非正規雇用割合の上昇幅も小さい（第
1－特－15図）。
これらのことから，小学・中学・高校卒の女性
は，結婚・出産期に一旦離職した場合も，非正規雇
用で再就職する傾向があるのに対して，短大・高専
卒及び大学・大学院卒の女性は，新卒時に正規雇用
で就職する割合が高いが，結婚・出産期に一旦離職
した後に再就職する人の割合は相対的に少ないと言
える。

第 1－特－15図　女性の教育別年齢階級別労働力率の就業形態別内訳（平成24年）

完全失業者：65万人
家族従業者：103万人
自 営 業 主：86万人
非正規雇用：716万人
正 規 雇 用：470万人
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（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成24年）より作成。
２．「在学中」を除く。
３．「正規雇用」は「役員」と「正規の職員・従業員」の合計で

ある。ただし，「役員」は，「雇用者」から「役員を除く雇
用者」を減じることによって算出している。

（%） （%）

（%）

完全失業者：15万人
家族従業者：7万人
自 営 業 主：19万人
非正規雇用：138万人
正 規 雇 用：275万人

完全失業者：27万人
家族従業者：20万人
自 営 業 主：28万人
非正規雇用：312万人
正 規 雇 用：358万人
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⑶　雇用形態の世代別特徴
雇用形態別内訳を世代別に見ると，正規雇用につ

いては，各年齢階級において世代間で大きな差は見
られず，おおむね，結婚・出産に当たる年齢階級で
離職した後，正規の職員・従業員としてはほとんど
再就職しないという傾向がうかがわれる。

一方，非正規雇用を見ると，Ｍ字カーブの谷及び
右側の山を含む各年齢階級において， 1つ前の世代
よりも労働力率が高くなっている。近年の全般的な
労働力率の上昇及びＭ字カーブの解消傾向には，非
正規雇用者数の増加が影響していると考えられる
（第 1－特－16図）。

第 1－特－16図　女性の年齢階級別労働力率の世代による特徴（雇用形態別）
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昭和53～57年生まれ
昭和33～37年生まれ
昭和13～17年生まれ

（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）より作成。
２．「正規の職員・従業員」を「正規雇用」，「非正規の職員・従業員」を「非正規雇用」としている。
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第 1－特－17図　女性の就業希望者の内訳（平成24年）

就業希望者及び
就業内定者の対人口割合

労働力人口：2,766万人

就業希望者：303万人
就業内定者：43万人
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（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集
計）」（平成24年）より作成。

　　　　２．15歳以上人口に占める就業希
望者の割合。

　　　　３．「教育不詳」及び「希望する
就業形態不詳」を除く。

　　　　４．「正規の職員・従業員」を「正
規雇用」，「非正規の職員・従
業員」を「非正規雇用」とし
ている。

3 　非労働力人口における就業希望者
⑴　就業希望者の全般的な特徴
近年，Ｍ字カーブの底に当たる年齢階級を始めと
して，全般的に女性の就業率が上昇してきている
が，総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成24年）
によれば，非労働力人口の女性のうち303万人がな
お就労を希望している。そのうちの半分以上に当た
る161万人は25～44歳の年齢階級に属しており，25
～44歳の女性の人口に対する割合は9.6％に及んで
いる。

⑵　就業希望者の内訳
就業希望者の内訳を見ると，教育別では小学・中
学・高校卒が47.3％，希望する就業形態では非正規
雇用が71.9％を占めている（第 1－特－17a，b図）。
年齢階級別に見ると，女性の就業希望者303万人
のうち35～44歳の年齢階級が30.0％，25～34歳が
23.1％を占めている。希望する就業形態を年齢階級
別に見ると，特にこれらの年齢階級において，非正
規雇用を希望する割合が高い（第 1－特－17c図）。
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第 3節 女性のライフステージと就業

1 　女性のライフステージと就業に関する男女の意
識と行動
⑴　女性のライフステージ
（年齢階級別の配偶の状況）
生産年齢の女性には，結婚，出産・育児，配偶者

との死別・離別，家族の介護と，多くのライフイベ
ントを迎える可能性がある。結婚しない，あるいは
結婚しても子どもを持たないというケースも考えら
れる。
総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成24年）を
基に，平成24年における女性の年齢階級別の配偶状
況を見ると，55～59歳に向けて有配偶の割合が高く
なっている（第 1－特－18図）。

コラム 4
M字カーブの深さ（都道府県別）
女性の労働力率に見られるM字カーブについては，近年，底が浅くなってきており，また，年齢の若い世代に今後も
その傾向が続くことを思わせる興味深い動きも見られるが，都道府県別のM字カーブの深さやその要因はそれぞれの地
域の雇用環境や意識等によって様々であることが指摘されている。
全国知事会が平成24年 7 月に取りまとめた「女性の活躍の場の拡大による経済活性化のための提言－M字カーブの解

消に向けて－」（以下「提言」という。）によれば，M字カーブの深さ（左側の山の頂点と底との差）が最も浅いのは高
知県（2.5ポイント）で，島根県（3.5ポイント）がこれに続く。これに対して，M字カーブが深いのは神奈川県（18.0
ポイント）を筆頭に，奈良県（16.8ポイント），東京都（15.6ポイント），千葉県（14.9ポイント），大阪府（14.3ポイント），
埼玉県（13.8ポイント），兵庫県（13.7ポイント）と大都
市とその周辺地域となっている。
提言では，M字カーブの要因として挙げられることの

多い「男性の意識」，「社会の意識」，「雇用環境」，「保育
環境」及び「女性の意識」に関連する指標を各種統計調
査や意識調査から設定して分析している（「雇用環境」
は男女別）。それによれば，各都道府県におけるM字カー
ブの深さと，それらの要因の平均値との間には相関が見
られ，また，都道府県によって各項目のポイントに偏り
も見られた。
提言では，都道府県別のM字カーブの分析のほか，M

字カーブの解消による経済効果（有業者減少の歯止め効
果，県内総生産の増加額）を試算しつつ，仕事と家庭の
両立，子育てをしながらの就労継続等 4分野にわたって，
M字カーブの解消に向けて国・地方自治体・企業等が行
うべき取組を提言している。

（参考）女性の労働力率におけるＭ字カーブの深さ（都道府県別）

（備考）全国知事会「女性の活躍の場の拡大による経済活性化のた
めの提言─Ｍ字カーブの解消に向けて─」（平成24年７月）
より。

15ポイント以上　20ポイント未満
10ポイント以上　15ポイント未満
５ポイント以上　10ポイント未満
０ポイント以上　５ポイント未満
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（有配偶の女性と子ども）
国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向
基本調査」（平成22年）によると，初婚どうし夫婦
の20歳代の妻の約 7 割が子どもを少なくとも 1 人
持っている。子どものいない妻の割合は年齢が上が
るにつれて減少するものの，初婚どうし夫婦の40歳
代の妻の 1 割弱には子どもがいない（第 1 －特－
19a図）。
また，有配偶の女性の出産年齢を見ると，27～28

歳が第 1子出産のピークとなっており，第 2子，第
3子と出産年齢のピークが遅くなるとともに，出産
する女性の数も減少する（第 1－特－19b図）。

（生涯未婚率の推移）
生涯未婚率11の推移を見ると，平成22年における

女性の生涯未婚率は約 1割となっている。男女共に
近年急速に上昇しており，男性の生涯未婚率は 2割
を超えている（第 1－特－20a図）。

11 生涯未婚率は，50歳時の未婚率であり，45～49歳と50～54歳の未婚率の単純平均により算出する。

第 1－特－19図　有配偶の女性と子ども（平成22年）
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（組，夫婦）

a．妻の年齢階級別夫婦の持つ子どもの人数 b．有配偶の女性の出産年齢

妻の年齢
（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査」（平成22年）より作成。
　　　　２．不詳は含まない。
　　　　３．初婚どうしの夫婦を対象としている。
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第 1－特－18図　女性の年齢階級別配偶状況（平成24年）
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（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成24年）より作成。
　　　　２．配偶関係不詳は含まない。
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生涯未婚率を教育別に見ると，男性については，
到達した教育段階が高いほど未婚率が低い。女性に
ついては，以前は到達した教育段階が高いほど未婚
率が高かったが，平成22年には，小学校・中学校卒
の女性の生涯未婚率が大きく上昇している（第 1－
特－20b図）。

（介護・看護）
厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）に

よると，要介護者と同居する主な介護者及び介護時

間が「ほとんど終日」に及ぶ同居介護者において，
それぞれ約 7割を女性が占めている（第 1部第 4章　
第 1－ 4－ 8図，第 1－ 4－ 9図参照）。
要介護者1210万人に対する同居の主な介護・看護

者数を年齢階級別に見ると，男女とも50歳代で急増
している（第 1－特－21図）。

⑵　有配偶の女性による就業の選択
（配偶者間の収入と就業の関係）
夫の就業率は，妻の年収の水準と関係なく90％以

第 1－特－20図　生涯未婚率の推移（男女別）
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（備考）１．総務省「国勢調査」より作成。
　　　　２．生涯未婚率は，50歳時の未婚率であり，
　　　　　　45～49歳と50～54歳の未婚率の単純平均に

　　　　より算出。
　　　　３．配偶関係不詳を除く。
　　　　４．（ｂ．について）卒業者（学歴不詳），在
　　　　　　学者，未就学者は含まない。
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12 要支援者及び要介護度不詳を含む。厚生労働省「介護保険事業状況報告」（平成24年12月）によれば，平成24年12月末における要介
護・要支援者数は554万人である（暫定値）。
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上となっている（第 1－特－22a図）。
一方，平成14年に比べて，24年は全体的に妻の就
業率が高くなっているものの，夫の年収が多くなる
ほど妻の就業率が低下するという関係13は，この10年
で変化しておらず，妻が就業するかしないかは夫の
所得水準の影響を受けていることがうかがわれる。

（夫婦の受けた教育の組合せ）
夫婦が受けた教育の組み合わせを見ると，中学・
高校卒の女性の夫の66.7％が同じく中学・高校卒で
ある一方，大学・大学院卒の女性の夫の79.7％が同
じく大学・大学院卒となっており，到達した教育段
階の近い男女が結婚する傾向がうかがわれる（第 1
－特－22b図）。

第 1－特－21図　要介護者10万人に対する同居の介護・看護者数：年齢階級別（男女別，平成22年）
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（備考）１．厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）より作成。
２．要介護者には，要支援者及び要介護度不詳を含む。

0.5

1.4

13 一般に，「ダグラス・有沢の法則」と呼ばれる。

第 1－特－22図　夫婦の就業と教育の組合せ
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a．夫／妻の収入階級と配偶者の就業率（平成14年，24年） b．妻の教育別に見た夫の教育の状況（平成22年）

（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。
　　　　２．就業者数の人口に対する割合を算出している。
　　　　３．妻の就業率は，妻の年齢が25～54歳の層に限定

している。夫の就業率は，妻の年齢を限定して
いない。
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（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動
向基本調査」（平成22年）より作成。

２．その他及び不詳を除く。

（％）

中学校・高校卒
夫の教育

専修学校・短大・高専卒
大学・大学院卒
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（男女の平均年収）
男性の年齢階級別平均年収を教育別に見ると，20
～24歳においては教育別にそれほど大きな差はない
が，到達した教育段階が高いほど年齢に伴う年収の
伸びが大きくなっており，45～54歳の年齢階級で
は，高校卒の男性と大学・大学院卒の男性の年収の

差は300万円弱に達する（第 1－特－23b図）。
女性の平均年収を教育別に見ると，高校卒の女性

の年収は，正規雇用者は30歳代以降で300万円を超
えており，非正規雇用者は年齢階級にかかわらずお
おむね200万円強である（第 1－特－23a図）。男性
の教育別の年収の違いを考えると，平均値で見た場

第 1－特－23図　教育（学歴）別年齢階級別平均年収（男女別，平成24年）

b．男性の教育（学歴）別年齢階級別平均年収a．女性の教育（学歴）別年齢階級別雇用形態別平均年収

（備考）１．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成24年）より作成。
　　　  ２．企業規模10人以上の民営事業所の雇用者が対象。
　　　 ３．「きまって支給する給与額」×12＋「年間賞与その他特別給与額」により算出。
　　　 ４．「正社員・正職員」を「正規雇用」，「正社員・正職員以外」を「非正規雇用」としている。
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コラム 5
男性への稼ぎ手としての役割期待
内閣府「『男性にとっての男女共同参画』に関する意識調査報告書」（平成24年 4 月）によると，家族を経済的に支え
る役割は夫に，家事を主に担う役割は妻にそれぞれ期待する傾向は男女双方に見られる。
同調査によれば，「（結婚したら）家族のために，仕事は継続しなければならない」と思うかという問に男性の 8割弱
が肯定的に答えている（「とてもそう思う」又は「ややそう思う」と答えた者の割合。以下同じ）。これに対して，女性
も 8割が「（結婚したら）夫は家族のために，仕事は継続しなければならない」という問に肯定的に答えている。他方で，
「（結婚したら）妻には，できるだけ稼いでもらいたい」との問に肯定的に答えた男性の割合が 2割弱にとどまるのに対
して，女性では 5割弱の者が「（結婚したら）自分もできるだけ稼ぎたい」との問に肯定的に答えている。
さらに，「家事は，主に妻にしてほしい」という問に対して男性の約 5割，「家事は主に自分がしたほうがよい」とい

う問に対して女性の約 6割がそれぞれ肯定的に答えており，男性では年収が高くなるほどそのような役割への期待が強
まる傾向がうかがえる。
男性自身による稼ぎ手としての役割意識は自らの雇用が不安定であることや離職・転職経験があることによっては影

響されないことを指摘する研究もあり，夫の就業率が妻の所得水準によって影響されていないことをうかがわせるデー
タ（第 1－特－22a図）等からも，男性の就業は女性とは異なる意識や事情に基づいていることがあらためてうかがわ
れる。
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合，高校卒同士の共働き夫婦の年収の合計は，大
学・大学院卒の男性の平均年収とほぼ同水準となる。

⑶　性別役割分担意識
（性別役割分担意識の変化）
有配偶の女性が職業を持つかどうかを決めるに当
たって，経済的な理由の他に，性別役割分担意識が
影響を与える可能性が考えられる。
内閣府の「男女共同参画社会に関する世論調査」

（平成24年10月）によると，「夫は外で働き，妻は家を
守るべきである」という考え方（以下，性別役割分
担意識）について，賛成の割合（「賛成」＋「どちら
かといえば賛成」）が反対の割合（「反対」＋「どち
らかといえば反対」）を上回った（第 1－特－24図）。

賛成の割合が男女共に前回調査より増えたのは，昭
和54年の調査開始以来，今回が初めてである14。
このような「賛成」の割合の上昇は，例えば，同
世論調査よりも対象年齢層の低い国立社会保障・人
口問題研究所「出生動向基本調査（夫婦調査）」で
は，平成17年調査以降において既に観察されてい
る15。北欧を除く先進諸国でも，1990年代には同様
の傾向が見られたことが知られている。
平成 4年調査と24年調査を比較すると，同じ年齢
階級では，男女とも，若い世代ほどおおむね性別役
割分担に賛成の割合が低いものの，男性の20～29歳
では賛成の割合が上昇している。また，同一の世代
における回答の傾向の変化を見ると，いずれの世代
についても， 4年調査と比べて24年調査の方が賛成

第 1－特－24図　「夫は外で働き，妻は家を守るべきである」という考え方に関する意識の変化
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（備考）内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」より作成。
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第 1－特－25図　性別役割分担意識に関する世代による特徴：賛成の割合

14 上記以外の世論調査でも性別役割分担意識についても質問しているが，選択肢が比較可能ではないため省略した。
15 内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」の調査対象は，全国20歳以上の日本国籍を有する者であり，国立社会保障・人口問
題研究所「出生動向基本調査（夫婦調査）」は，妻の年齢が50歳未満の夫婦である。

（％） 〈女性〉 〈男性〉 （％）
平成 4年調査 60～69歳 50～59歳 40～49歳 30～39歳 20～29歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳
平成14年調査 70.2 大正12～昭和 7年生まれ 75.0
平成24年調査 50.8 54.3 昭和 8～　　17年生まれ 64.8 53.7

52.3 40.6 53.9 昭和18～　　27年生まれ 59.8 47.4 55.9
40.4 37.5 46.8 昭和28～　　37年生まれ 66.5 51.8 47.2

41.0 32.9 48.0 昭和38～　　47年生まれ 52.3 41.4 50.9
41.6 33.2 昭和48～　　57年生まれ 44.3 52.2

43.7 昭和58～平成 4年生まれ 55.7

（備考） 1．内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 4年，14年，24年）より作成。
　　　 2 ．「賛成」及び「どちらかといえば賛成」の割合の合計値。
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の割合が低くなっている（第 1－特－25図）。
平成14年調査では，50歳代男女を除く各年齢階級
において，また，昭和28～37年生まれの男性を除く
各世代において，前後の調査と比べて賛成の割合が
少なくなっており，調査時点での経済的・社会的影
響を受けていると考えられる。
なお，性別役割分担に反対であると考える傾向は
男性よりも女性に強く，職種では専門・技術職に強
く見受けられる16。

（性別役割分担意識と平等感や女性の職業観との関
連性）
女性は，家庭生活及び職場において男性が優位で
あると認識している人ほど，性別役割分担意識に反
対であると考えている傾向が見られる。一方，男性
は，男女の地位の平等感と性別役割分担意識との間
にはほとんど関連が見られない17。また，女性が職
業を持つことに関する考え方と性別役割分担意識の

関連性を見ると，「子どもができても，ずっと職業
を続ける方がよい」と考えている人は，性別役割分
担意識に反対する傾向が強いことがうかがわれる。

⑷　女性のライフコースの理想と現実
以上に見たような経済的要因や性別役割分担意識
等を背景に，実際にどのような女性のライフコー
ス18が志向され，選択されるかを見ると，女性が理
想とする自らのライフコースは，平成 9年以来大き
な変動はない（第 1 －特－26図）。一方，女性が予
定している自らのライフコースでは，専業主婦コー
スの割合が 9 年の17.7%から22年の9.1%に半減して
いる。再就職コースも減少しており，非婚就業コー
スと両立コースが増えている。
男性が女性に期待するライフコースでも，専業主
婦の割合が平成 9年の20.7%から22年の10.9%に半減
している。また，再就職コースは 1割減となってお
り，両立コースが大きく上昇している。

16 内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成24年10月）を基に，男女共同参画局が独自に行ったプロビット分析に基づく。
女性は男性よりも反対の確率が14.2％高い。また，無職を基準とした場合，専門・技術職は14.3％高い（他の職種と無職の間には有
意な違いは見られない）。専門・技術職の詳細については脚注 5を参照。

17 内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成24年10月）を基に，男女共同参画局が独自に行った因子分析に基づく。
18 国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（独身者調査）」（平成22年）では，ライフコースを以下のとおり分類し
ている。

 ・専業主婦コース：結婚し子どもを持ち，結婚あるいは出産の機会に退職し，その後は仕事を持たない
 ・再就職コース：結婚し子どもを持つが，結婚あるいは出産の機会に一旦退職し，子育て後に再び仕事を持つ
 ・両立コース：結婚し子どもを持つが，仕事も一生続ける
 ・DINKSコース：結婚するが子どもは持たず，仕事を一生続ける
 ・非婚就業コース：結婚せず，仕事を一生続ける

第 1－特－26図　女性のライフコースに関する考え方の変化（男女別）
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（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査　独身者調査の結果概要」より作成。
　　　　２．35歳未満の回答者を抽出している。
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2 　女性のライフイベントと就業
⑴　ライフイベントによる就業形態の変化
（結婚前後の就業形態の変化）
厚生労働省「第10回21世紀成年者縦断調査」（平

成23年）によると，結婚前に仕事ありの女性（農林
漁業を除く）のうち，正規雇用は64.2％であるが，結
婚後には43.6％に低下する。また，仕事ありの女性
の27.7％が結婚後に離職している（第 1－特－27図）。

（出産前後の就業形態の変化）
国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向

基本調査（夫婦調査）」（平成22年）によると，出産
前に就業していた女性の約 6割が出産後に離職して
いる（第 1 部第 3 章　第 1 － 3 － 3 図参照）。結婚
前から出産後までの就業状況の変化については，厚
生労働省「第10回21世紀成年者縦断調査」（平成23
年）によると，結婚前に仕事ありの女性（農林漁業
を除く）の36.0％が，第 1子出産を機に離職してい

る。第 1子出産後に就業を継続している（転職を含
む）割合は32.8％であるが，第 2子，第 3子の出産
で，その割合は更に低下する。

（介護・看護による就業形態の変化）
総務省「労働力調査」（平成24年）によると，介
護・看護を理由に前職を離職した人は，完全失業者
263万人のうち，男性が 2 万人，女性が 3 万人であ
り，非労働力人口3,232万人のうち，男性が13万人，
女性が88万人である19。
介護・看護を理由に離職した女性の大部分は非労
働力人口に見られることから，早期の再就職を計画
していないことがうかがわれる。

⑵　雇用形態の選択と希望
（雇用形態の選択）
厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態
調査（個人調査）」（平成22年）によると，Ｍ字カー

19 完全失業者に占める介護・看護を理由に前職を離職した人の割合の推移は，第 1部第 4章　第 1－ 4－10図参照。

第 1－特－27図　ライフイベントによる女性の就業形態の変化（平成23年）
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（備考）１．厚生労働省「第10回21世紀成年者縦断調査」（平成23年）より作成。
　　　　２．結婚前に仕事ありの女性を100としている。
　　　　３．調査では，結婚と出産について別個に問いを設けているが，ここでは，全体の傾向を見るために１

つのグラフにまとめている。
　　　　４．結婚前後の就業形態の変化は，第１回調査時（平成14年）から平成23年までの９年間に結婚した結

婚前に仕事ありの女性を対象としている。
　　　　５．出産前後の就業形態の変化は，第１回調査時（平成14年）から平成23年までの９年間に子どもが生

まれた出産前に妻に仕事ありの夫婦を対象としている。
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ブの谷に当たる30～44歳の年齢階級の女性の非正規
雇用者の 4割が，非正規雇用を選択した理由として
「家庭の事情（家事・育児・介護等）や他の活動（趣
味・学習等）と両立しやすい」ことを挙げている。
20歳代後半を除いて，「正社員として働ける会社

がなかった」ことは理由の上位に挙がっておらず，
非正規雇用を柔軟な働き方であると考えて選択して
いる割合が高いと考えられる（第 1－特－28図）。

（就業に対する希望）
Ｍ字カーブの左側の山から下り坂に当たる25～34

歳の年齢階級の非正規雇用の女性で，会社勤務継続

を希望している人のうち，35～40％の者が正社員と
して働くことを希望している（第 1－特－29図）。
また，Ｍ字カーブの底から右側の山に向かう40～
49歳の年齢階級では， 2割程度の者が正社員として
働くことを希望している（第 1 －特－29図）。同年
齢階級の正社員になりたい理由については，他の年
齢階級と同様「より多くの収入を得たい」及び「正
社員の方が雇用が安定している」が高い割合となっ
ていることに加え，「家事・育児・介護等の制約が
なくなる（なくなった）」が他の年齢階級に比べて
高くなっている。

第 1－特－28図　非正規雇用を選択した理由：女性（平成22年，複数回答）

第 1位 第 2位 第 3位
「正社員として働ける会
社がなかった」順位と
回答割合（14項目中）

15～19歳 自由に使えるお金が得た
い（75.4%）

都合のよい時間に働ける
（72.0%）

家計の補助・学資等を得
たい（28.6%） 7位（14.3%）

20～24歳 自由に使えるお金が得た
い（46.4%）

都合のよい時間に働ける
（45.7%）

家計の補助・学資等を得
たい（29.3%） 5位（19.2%）

25～29歳 都合のよい時間に働ける
（34.8%）

正社員として働ける会社
がなかった（30.2%）

家事・育児・介護等や趣
味・学習等と両立しやす
い（28.0%）

2位（30.2%）

30～34歳
家事・育児・介護等や趣
味・学習等と両立しやす
い（40.3%）

都合のよい時間に働ける
（38.8%）

家計の補助・学資等を得
たい（29.8%） 4位（28.6%）

35～39歳 都合のよい時間に働ける
（44.9%）

家計の補助・学資等を得
たい（42.4%）

家事・育児・介護等や趣
味・学習等と両立しやす
い（41.8%）

6位（17.7%）

40～44歳 家計の補助・学資等を得
たい（51.5%）

都合のよい時間に働ける
（43.8%）

家事・育児・介護等や趣
味・学習等と両立しやす
い（41.6%）

5位（18.1%）

45～49歳 家計の補助・学資等を得
たい（58.3%）

都合のよい時間に働ける
（44.1%） 通勤時間が短い（36.3%） 6位（18.2%）

50～54歳 家計の補助・学資等を得
たい（53.6%）

都合のよい時間に働ける
（46.2%）

家事・育児・介護等や趣
味・学習等と両立しやす
い（36.6%）

6位（16.8%）

55～59歳 都合のよい時間に働ける
（39.9%）

家計の補助・学資等を得
たい（39.7%） 通勤時間が短い（37.0%） 8位（15.5%）

60～64歳 都合のよい時間に働ける
（43.7%）

家計の補助・学資等を得
たい（37.1%） 通勤時間が短い（32.8%） 9位（11.5%）

65歳以上 都合のよい時間に働ける
（47.3%）

勤務時間や労働日数が短
い（34.4%） 通勤時間が短い（33.6%） 11位（7.0%）

（備考） 1．厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人調査）」（平成22年）より作成。
　　　 2 ． 3 つまでの複数回答。
　　　 3 ．正社員・出向社員以外の労働者のうち，現在の就業形態を選んだ理由を回答した者について集計。
　　　 4 ．回答の多い上位 3位の理由を抜粋。
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⑶　市場化される家事活動等の規模
女性の活躍とそれに伴う仕事と家庭の両立が今後

一層進んだ場合，これまで家庭でなされてきた活動
が市場化されていくことになる。
総務省「社会生活基本調査」（平成23年）におけ

る家事（炊事，掃除，洗濯，縫い物，家庭雑事），
介護・看護，育児，買い物，社会的活動に使った時

間に関するデータを基に， 1年当たりの日本全体の
これらの活動の評価を行うと，推計方法によって幅
が大きいものの，機会費用法では，平成23年時点で
138.5兆円程度（名目GDPの29.4％）と推定される
（第 1－特－30図）20。男女別に見ると，いずれの推
計方法でも女性が家事活動等全体の 8割以上を占め
ている。

20 推計には，機会費用法，代替費用法スペシャリストアプローチ，代替費用法ジェネラリストアプローチの 3つの手法が用いられて
いる。それぞれの手法の概要は以下のとおりである。
 ・機会費用法：家計が無償労働を行うことにより，市場に労働を提供することを見合わせたことによって失う賃金（逸失利益）で
評価する方法。

 ・代替費用法スペシャリストアプローチ：家計が行う無償労働を，市場で類似サービスの生産に従事している専門職種の賃金で評
価する方法。

 ・代替費用法ジェネラリストアプローチ：家計が行う無償労働を家事使用人の賃金で評価する方法。

第 1－特－29図　非正規雇用者の女性の今後の就業に対する希望（平成22年）
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（備考）１．厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人調査）」（平成22年）より作成。
　　　 ２．労働者計のうち，「現在の会社」又は「別の会社」で働きたい労働者の割合を100としている。

不明現在の就業形態の継続を希望正社員以外を希望正社員を希望
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3 　女性のライフステージとキャリア形成
⑴　結婚・出産・育児と昇進
（雇用者数割合の低下と昇進の時期の重なり）
厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成24年）
によると，役職者（従業員100人以上の企業におけ
る雇用期間の定めのない雇用者より集計）が増える
のは，男女ともおおむね30歳代前半から40歳代前半
である。
従業員100人以上の企業における雇用期間の定め

のない雇用者数の対人口割合は，男性では台形とな
り，女性では20歳代後半を頂点とする山形となる。
女性については，雇用者数の割合の低下が始まる年
齢階級（30～34歳）が昇進の増え始める時期に重
なっていることが分かる。役職者人数は男性では40
～44歳で最大となるが，女性では45～49歳の年齢階
級になっている。また，同年齢階級の男性と比べて
女性の部長級人数は極めて少ない（第 1 －特－31
図）。

第 1－特－30図　家事活動等の評価：機会費用法による推計（平成23年）

（備考）内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部「家事活動等の評価について」（平成25年）より作成。
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第 1－特－31図　年齢階級別雇用者数の対人口割合と役職者人数（男女別，平成24年）
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（備考）１．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成24年），総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）より作成。
２．役職別労働者数は，従業員100人以上の企業における雇用期間の定めのない者を対象として集計されている。
３．網掛けは，女性の役職者が増加する年齢階級（30～49歳）を示している。
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（管理職への女性の登用に関する企業の意識）
厚生労働省「雇用均等基本調査（企業調査）」（平
成23年）によると，常用労働者10人以上の企業のう
ち，女性管理職が少ない（ 1割未満）あるいは全く
いない管理職区分が 1つでもある企業は78.7％であ
り，そのうち48.9％は，女性管理職が少ない／全く
いない理由として，「現時点では，必要な知識や経
験，判断力等を有する女性がいない」ことを挙げて
いる。このほか，「現在，管理職に就くための在職
年数等を満たしている者はいない」（16.3％），「勤
続年数が短く，管理職になるまでに退職する」（15.0％）
等，勤務年数の短さに関連する要因が複数挙げられ
ている（第 1－特－32図）。
この調査では，「女性が希望しない」という理由

も 2 番目に多く挙げられており（17.9％），女性従
業員を対象とした別の調査からもその傾向がうかが
われる（コラム 6参照）。

（コース別雇用管理制度）
厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成22年）に
よると，従業員5,000人以上の大企業の約半数及び
1,000～4,999人の企業の45.9%が，コース別雇用管理
制度を導入している21。このような企業の場合，管
理職に任用される年齢が一番若いのは総合職である
と考えられる。
厚生労働省「コース別雇用管理制度の実施・指導
状況」（平成22年度）によると，総合職採用予定者
（平成23年）に占める女性割合は11.6％，総合職在
職者に占める女性割合は5.6％である。10年前に採
用された総合職の離職割合を見ると，女性は男性の
2倍以上に当たる65.1％となっており，10年前に採
用された総合職の女性が既に全員離職している企業
は48.9％に上っている（第 1－特－33図）22。
加えて，継続就業している社員の職位の内訳を見
ても，女性は一般職員にとどまっている雇用者が多
く（採用時人数の22.1％，継続就業者数の63.3％），

第 1－特－32図　女性の管理職が少ない（ 1割未満）／全くいない理由（平成23年，複数回答）
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（備考）１．厚生労働省「雇用均等基本調査（企業調査）」（平成23年）より作成。
　　　 ２．複数回答。
　　　 ３．女性管理職が少ない（１割未満）あるいは全くない管理職区分が１つでもある常用労働者10人以上の企業を100としている。

21 厚生労働省「コース別雇用管理制度の実施・指導状況」（平成22年度）では，労働者の職種，資格等に基づき複数のコースを設定し，
コースごとに異なる配置・昇進，教育訓練等の雇用管理を行うシステムであると定義されている。コース形態として，総合職，一
般職，準総合職，中間職，専門職，現業職がある。総合職は基幹的業務又は企画立案，対外折衝等総合的な判断を要する業務に従
事し，原則転居を伴う転勤がある形態である。また，一般職は，主に定型的業務に従事し，原則転居を伴う転勤がない。

22 一般職で入社して，途中で総合職に転換するというキャリアパスも用意されている。厚生労働省「コース別雇用管理制度の実施・
指導状況」（平成22年度）によれば，コース別雇用管理制度を導入している企業の86％がコース転換制度を設けており，そのうちの
ほぼ全てに当たる85.6％の企業で過去 3年間に少なくとも 1回以上制度が利用されている。調査企業全体の51.3％が一般職から総合
職への転換の実績がある一方で，総合職から一般職への転換についても42.6％の企業に実績がある。
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23 産業能率大学「2012年度新入社員の会社生活調査」（平成24年 6 月）

第 1－特－33図　10年前に総合職で採用された社員の現在の職位（男女別，平成22年）

その他 2.2%課長相当職 4.6%その他 0.4%課長相当職 1.3%

〈男性〉

係長相当職
11.1%

一般職員
22.1%

離職
65.1%

離職
65.1%

継続就業
34.9%

離職
29.2%

離職
29.2%

一般職員
29.4%

係長相当職
34.6% 継続就業

70.8%

（備考）厚生労働省「コース別雇用管理制度の実施・指導状況」（平成22年度）より作成。

〈女性〉

コラム 6
女性は昇進を望まない？
女性管理職が少ない又はいない理由として，「女性が希望しない」，「女性に昇進意欲がない」と指摘されることが少
なくない。
独立行政法人労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査」（平成25年 3 月）によれば，

一般従業員／係長・主任の別，企業規模の別を問わず，課長以上への昇進を希望する者の割合は，男性（一般従業員の
5～ 6割，係長・主任の 7割程度）に比べて女性（一般従業員の 1割程度，係長・主任の 3割弱）で顕著に低くなって
いる。ただし，昇進を望まない者にその理由を尋ねると，「自分には能力がない」，「責任が重くなる」を挙げる者の割
合は男女でほとんど差がない一方で，「メリットがないまたは低い」，「やるべき仕事が増える」という理由は男性が女
性よりも多く，「仕事と家庭の両立が困難になる」や「周りに同性の管理職がいない」という理由は女性が男性より多
く挙げている。

（参考）課長以上への昇進を望まない理由（％）
常用労働者300人以上の企業 常用労働者100～299人の企業
女性 男性 女性 男性

一般従業員 係長・主任 一般従業員 係長・主任 一般従業員 係長・主任 一般従業員 係長・主任
メリットがないまたは低い 22.9 27.8 41.2 50.3 24.3 32.2 45.9 49.3 
責任が重くなる 30.4 35.2 30.2 38.8 24.8 36.7 26.3 37.0 
自分には能力がない 26.0 33.9 27.6 29.1 22.7 24.0 23.3 28.5 
やるべき仕事が増える 14.5 18.6 24.6 27.8 11.5 17.8 21.6 25.8 
仕事と家庭の両立が困難になる 40.0 42.5 17.4 19.7 32.8 35.5 10.4 18.4 
周りに同性の管理職がいない 24.0 17.1 0.3 ─ 28.3 19.8 2.2 1.1 
（備考） 1．独立行政法人労働政策研究・研修機構「男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査」（平成25年）を基に作成。
　　　 2 ．他の選択肢は割愛した。

昇進を望まないという点では同じでも，男性の場合は消極的な理由が多いのに比べて，女性の場合は管理職に昇進す
ることで仕事と家庭の両立の難しさを心配している面や身近にロールモデルがいないといった側面が強く，「女性には
チャレンジ精神が足りない」と指摘することは必ずしも的を射ていない。入社時点では，女性は「専門職志向」が依然
として強いものの，近年は管理職志向が強くなってきていることを示す調査結果23も見られる。女性社員が抱く仕事と
家庭の両立への懸念が解消され，見本となるような女性管理職が身近に現れるようになれば，管理職に登用される女性
も増えていくものと考えられる。
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⑶　学び直しの状況
継続就業及び再就職のいずれの場合においても，

学び直しはキャリアの可能性を拡大する機会である
と考えられる。法務，会計，経営等の実務的な知識
やスキルを習得する専門職学位は，修士号に比べて
仕事により直結した学位であると言える。平成15年
以降における専門職学位課程への社会人入学者に占
める女性の割合は，修士課程への社会人入学者に占
める女性の割合と比べると低い（第 1－特－35図）。

入学者全体を年齢階級別に見ると，専門職学位課
程については，大学（学部）卒業直後の入学では，
女性の割合は約 3 割となっているが，その後減少
し，35歳以降で微増に転じる。
修士課程への入学者に占める女性の割合は，大学

（学部）卒業直後の時期が一番低く，その後次第に
上昇し，40歳～54歳では50％を超える（第 1－特－
36図）24。

第 1－特－34図　年齢階級別役員人数（男女別，平成24年）
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（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）より作成。
　　　　２．あらゆる事業規模を含む。
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24 ただし，これらのデータには海外の大学院への留学は含まれていないため，女性の高等教育機関での学び直しの実態を網羅してい
るわけではない。

男性は係長相当職以上に昇進している人が多い（係
長相当職と課長相当職の合計で，採用時人数の
39.2％，継続就業者数の55.4％）。
以上により，一般に，コース別雇用管理制度を導

入している企業では，入社時点での女性割合が低い
ことに加え，入社後10年間の離職率が高かったこと
が，知識や経験を身につけた女性管理職候補が少な
いことの一因となっている可能性が推察される。

⑵　介護・看護と役員就任
総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）に
よると，家族経営による小規模なものを含む全ての
事業規模の企業を対象とした場合，平成24年におけ
る役員に占める女性の割合は23.1％である。年齢階
級別に見ると，50歳代後半以降に男女とも役員の人
数が増加しているが（第 1 －特－34図），女性にお
いて介護・看護者の人数が特に多くなる年齢階級と
ほぼ重なっている（第 1－特－21図（再掲））。

第1部特集id8.indd   32第1部特集id8.indd   32 13/06/12   16:0413/06/12   16:04
プロセスシアンプロセスシアンプロセスマゼンタプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスイエロープロセスブラックプロセスブラック



33

33

成
長
戦
略
の
中
核
で
あ
る
女
性
の
活
躍
に
向
け
て

特
集

第 4節 女性の活躍を支える環境

1 　制度の整備と利用の状況
⑴　育児・介護支援の仕組み
（育児向け措置の整備状況）
平成24年 7 月 1 日から全面施行された改正育児・
介護休業法25により，事業者に対して， 3歳未満の

子どもを持つ雇用者に対する短時間勤務の措置及び
所定外労働の免除が義務付けられた。
厚生労働省「雇用均等基本調査（事業所調査）」

（平成23年）によると，平成23年10月 1 日現在，30
～99人の規模で16.7％， 5 ～29人の規模で40.2％の
事業所において，育児のための所定労働時間の短縮
措置等26が未導入であった（第 1－特－37a図）27。
措置の内容別に見ても，改正育児・介護休業法で

第 1－特－35図　社会人大学院入学者数の推移（男女別）
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専門職学位課程入学者全体に占める女性割合（右目盛）

（備考）文部科学省「学校基本調査」より作成。

〈修士課程〉 〈専門職学位課程〉

社会人女性人数 社会人女性人数

第 1－特－36図　大学院入学者（博士課程を除く）における女性割合（平成24年度）
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（備考）文部科学省「学校基本調査」（平成24年度）より作成。
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25 育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成 3年法律第76号）
26 厚生労働省「雇用均等基本調査（事業所）」（平成23年）では，育児休業に準ずる措置，育児に要する経費の援助措置，事業所内保
育施設，始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ，育児向けフレックスタイム制度，所定外労働時間の免除，短時間勤務制度を，育児の
ための所定労働時間の短縮措置等として分類している。

27 改正育児・介護休業法は，常時雇用者が100人以下の事業主には，平成22年 7 月 1 日から24年 6 月30日まで施行猶予が設定されてい
た。
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義務付けられた短時間勤務制度及び所定外労働の免
除について， 5 ～29人の規模の事業所で半数弱が，
30～99人の規模の事業所で約 4分の 1が，平成23年
10月 1 日時点で未導入であった（第 1 －特－37b
図）。ただし，中小企業では，制度が未導入でも運
用で柔軟に対応している場合が少なくない28。

（介護休暇の整備状況）
平成24年 7 月 1 日から全面施行された改正育児・

介護休業法によって，介護休業（対象家族 1人につ
き93日まで）に加えて介護休暇制度（家族 1人につ
き 1年当たり 5日まで， 2人であれば 1年当たり10

日まで）が事業主に義務付けられた29。
厚生労働省「雇用均等基本調査（事業所調査）」

（平成23年）によると，平成23年10月 1 日時点にお
いて，やはり事業所規模が小さいほど介護休暇制度
の整備が遅れていた（第 1－特－38図）。一方，500
人以上の規模では，制度を導入済みの事業所の約 1
割が法定を上回る日数を上限として設定している。

（育児関連措置の利用しやすさと家族の支援）
厚生労働省「第10回21世紀成年者縦断調査」（平
成23年）によれば，正規雇用者では，育児休業につ
いて，「利用しにくい雰囲気である」が 1割強，「ど

第 1－特－38図　事業所規模別介護休暇制度規定の有無：事業所単位（平成23年）

規定あり 規定なし 不明
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（備考）厚生労働省「雇用均等基本調査（事業所調査）」（平成23年）より作成。

第 1－特－37図　事業所規模別育児のための所定労働時間の短縮措置等の状況：事業所単位（平成23年）
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（備考）１．厚生労働省「雇用均等基本調査（事業所調査）」（平成23年）より作成。
　　　　２．岩手県，宮城県及び福島県を除く。
　　　　３．平成24年７月１日の改正育児・介護休暇法の全面施行以前は，勤務時間短縮等の措置（短時間勤務，所定外労働の免除，フ
　　　　　　レックスタイム制，始業・終業時間の繰上げ・繰下げ等）のうちのいずれかを選択的に講じることが義務付けられていた。
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28 日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の女性雇用に関する実態調査」（平成24年）による。また，同調査によると，最近 3年間に
出産した女性のうち74.8％が，出産後も同じ企業で就業を継続している。

29 常時雇用者が100人以下の事業主に対して平成22年 7 月 1 日から24年 6 月30日まで施行猶予が設定されていた。
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ちらとも言えない」が 2割強となっており，利用に
際して心理的な要因が影響する可能性があることが
うかがわれる（第 1 －特－39図）。短時間勤務制度
及び育児のための勤務時間短縮については，育児休
業に比べて制度が未整備であるケースが多く，か
つ， 3割強が「利用しにくい雰囲気がある」と答え
ている。
非正規雇用者について見ると，正規雇用者に比べ

て全般的に各種措置が未整備である30。ただし，措
置がある場合，それぞれの措置について 5割前後の
回答者が「利用しやすい雰囲気がある」と回答して
おり，気兼ねなく育児関連措置を利用できるケース
もあることがうかがわれる。
また，国立社会保障・人口問題研究所「第14回出

生動向基本調査（夫婦調査）」（平成23年）によれば，
就業しているかどうかにかかわらず，女性は第 1子
出産後に38.9％が自分の母から，22.8％が夫の母親
から，それぞれ頻繁に，あるいは日常的に子育てを
手伝ってもらっている。

⑵　男性の育児・介護への参加
（男性の労働時間の短縮化）
職場における有配偶の女性の働き方は，夫の家事
参加への度合い，特に夫の家事従事時間の影響を受
ける。労働時間が長いと，男性が家事従事時間を持
つことは難しい。OECDによると，2010（平成22年）
年における我が国の年間平均労働時間（男女計）は
1,733時間であり，加盟34か国中短い方から第19位
である31。
男性の平均週間就業時間を世代別に見ると，同じ
年齢階級における就業時間は前の世代より短い（第
1－特－40a図）。
また，週間就業時間が60時間以上の就業者の割合
を見ても，若い世代ほどその割合が減ってきてお
り，若い世代ほど平均して労働時間が短くなってき
ていることがうかがわれる（第 1－特－40b図）。
総務省「労働力調査」（平成25年 3 月）によれば，
男性の正規雇用者の平均週間就業時間が46.0時間で
あるのに対して，非正規雇用者は29.9時間となって
いる。非正規雇用者の割合は男性でも近年上昇傾向
にあり，平均週間就業時間の減少傾向に影響を与え

30 平成17年の育児・介護休業法の改正によって一部の期間雇用者が適用対象になった。厚生労働省「雇用均等基本調査」（各年度）に
よると，17年度から19年度にかけて，女性の育児休業取得率が72.3％から89.7％に 2割近く上昇している。また，厚生労働省「人口
動態調査」（平成23年）によれば，17年まで低下し続けていた合計特殊出生率が，18年以降緩やかながら上昇に転じている。

31 OECD Statistics（http://stats.oecd.org/）による。

第 1－特－39図　妻の職場の仕事と子育ての両立のための制度等の状況（平成23年）
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（備考）１．厚生労働省「第10回21世紀成年者縦断調査」（平成23年）より作成。
　　　　２．「制度があるかわからない」及び「（制度の有無が）不詳」を含まない。
　　　　３．「育児のための勤務時間短縮」には，フレックスタイム制，始業・終業時間の繰上げ・繰下げ，所定外労働（残業）
　　　　　　の免除が含まれる。
　　　　４．調査時点で妻が会社等に勤めていた夫婦を集計対象としている。
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第 1－特－41図　有業・有配偶者の 1日当たり平均家事関連時間（男女別）
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女性（平成23年）
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（備考）１．総務省「社会生活基本調査」（平成13年，23年）より作成。
　　　　２．仕事等の時間には，通勤・通学，仕事，学業が含まれる。また，家事関連時間には，家事（炊事，掃除，洗濯，縫い物，家庭
　　　　　　雑事），介護・看護，育児，買い物が含まれる。
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ていると考えられる。

（家事関連時間の変化）
総務省「社会生活基本調査」によれば，平成13年

から23年にかけて有業者で有配偶の男性の家事関連
時間は増加したものの，女性との差は依然として大
きい（第 1－特－41a図）。
定義が異なるため厳密な比較は困難であるが，家

事関連時間を諸外国と比較してみると，我が国の男
性は主要欧米諸国の約半分である一方，我が国の女
性はやや長めとなっている（男性に関しては第 1部
第 3章　第 1－ 3－ 6図参照）。

（共働き男女のライフステージ別の家事関連時間）
共働きの男性の 1日における家事関連時間は，子
どもの成長に伴うライフステージの変化にかかわら

第 1－特－40図　男性の就業時間の世代による特徴

（時間）
a．平均週間就業時間 b．週間就業時間が60時間以上の就業者の割合

（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。
　　　　２．出生年５年間を１つの世代としてまとめている。
　　　　３．グラフが煩雑になるのを避けるため，昭和57年以前生まれの世代については１世代おきに表記している。表記を省略した

世代についても，おおむね同様の傾向が見られる。
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ず短い（第 1－特－41b図）。
他方，共働きの女性の家事関連時間は，男性と比
べて全般的に長く，特に末子が就学前の時期に目
立って長くなっている。

（育児休業・介護休暇の取得の状況）
厚生労働省「雇用均等基本調査（事業所調査）」

（平成23年度）によれば，女性の出産者に占める育
児休業取得者（申請中を含む）の割合は87.8％であ
るのに対して，男性の場合は2.6％にとどまってい
る。
育児休業を取得した期間を見ると，女性の場合

は，10～12か月が32.4％，12～18か月が24.7％で，
10～18か月を合計すると57.1％に上っている。一
方，男性の場合は，81.3％が 1 か月未満となってい
る（第 1－特－42図）。
他方，厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成23

年度）によると，常用労働者に占める介護休暇取得
者の割合は，女性は0.22％，男性は0.08％と男女共
に低い水準にとどまっており，男性は女性に比べる
と更に低い。

（男性の家事等への参加に必要な条件）
内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平

成24年）によると，男性が家事等に積極的に参加す
るために何が必要か，という問いに対して，男女各
年齢階級とも，「夫婦や家族間でのコミュニケー
ションをよくはかること」及び「男性が家事などに
参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこ
と」を上位に挙げている。
男性は，長時間労働の傾向が強い30歳代を中心

に，労働時間の短縮の必要性を挙げている。女性は，
30歳代では労働時間の短縮が 3番目に多く挙げられ
ているが，それ以外の年齢階級では上位 3位までに
は入っておらず，男女間で認識の差が見られる。

⑶　税制・社会保障制度が及ぼす影響
配偶者控除・配偶者特別控除32を始めとする税制

や第 3号被保険者制度等の社会保障制度33等も，有
配偶の女性の就業に影響を与えているという指摘が
ある。
有配偶の女性の年間雇用所得の分布を見ると，各
年齢階級において100万円付近で高くなる傾向が見
られる（第 1－特－43図）34。また，これを教育別
に分けると，大学卒以上の女性では特定の金額に集
中する傾向は見られず，100万円近辺に集中する傾
向は，どの年齢階級でも大学卒未満の女性に見られ
る。

第 1－特－42図　取得期間別育児休業後復職者割合（男女別，平成22年度）
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0 20 40 60 80 100（％）

６～８か月：0.3
８～10か月：0.3
10～12か月：0.4
12～18か月：0.5
18～24か月：0.0
24～34か月：0.0

１か月未満
１～３か月
３～６か月
６～８か月
８～10か月
10～12か月
12～18か月
18～24か月
24～36か月
36か月以上

女性

（備考）１．厚生労働省「雇用均等基本調査（事業所調査）」（平成22年度）より作成。
　　　　２．不明を除く。
　　　　３．「育児休職後復職者」は，調査前年度１年間に育児休業を終了し，復職した

者をいう。
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32 配偶者控除・配偶者特別控除に関しては，配偶者の給与収入が年103万円以下の場合は，配偶者控除の対象となり，本人の所得から
38万円が控除される。103万円超141万円未満の場合は，配偶者特別控除の対象となり，本人の所得から控除される金額が配偶者の
給与収入に応じて段階的に減少し，141万円以上の場合は控除の対象外となる。

33 第 3 号被保険者に関しては，国民年金の第 2号被保険者に扶養されている配偶者の収入が130万円を超えると第 3号被保険者の資格
を失い，配偶者自身が国民年金に加入し保険料を支払うことになる。

34 ただし，この中には，制度にかかわらず100万円前後の所得を得ることを意図して働いている女性がいることなども考えられる。
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第 1－特－43図　有配偶の女性の年間雇用所得の分布（平成22年）
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（備考）１．厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）を基に，内閣府男女共同参画局「男女共同参画関連政策の定量的分析に関する研究
会」における特別集計により作成。

　　　　２．教育別のグラフは，Epanechnikov関数を用いたカーネル推定による。
　　　　３．ヒストグラムの幅は５万円である。年間雇用所得1,000万円以上は合計して示している。
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2 　柔軟な就業・勤務形態
⑴　自営業・起業
（人口に占める自営業主数の割合）
総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）に
よると，男女とも，年齢が高いほど人口に占める自
営業主数の割合も高い（第 1 －特－44a図）。女性
についても，Ｍ字カーブは見られない。

（起業／廃業による雇用創出／喪失効果）
自営業は，ライフステージにかかわらず柔軟な働

き方ができる形態であるとともに，事業を起こす／
廃業することによる雇用創出／喪失という新陳代謝
を通じて，経済の活性化にも貢献すると考えられ
る。

個人事業主を男女別に見ると，新規雇用創出・喪
失数に関しては男性の方が大きいが，新規雇用創
出・喪失率については，事業主が女性の場合の方が
男性の場合よりも高くなっている（第 1－特－44b
図）。
さらに，個人経営の新設事業所数を産業別に見る
と，総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）
及び総務省「経済センサス－基礎調査」（平成21年）
によれば，男女とも飲食店業が最も多いという点で
共通しているが，これに次いで多い産業については
男女で差が見られる35。男性は医療業，飲食料品小
売業が続くのに対して，女性では洗濯・理容・美
容・浴場業，その他の教育・学習支援業が続く。

35 総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）及び総務省「経済センサス－基礎調査」（平成21年）による。連結の方法は内閣府委
託調査「『女性の活躍による経済社会の活性化』に関するデータ分析報告書」（平成24年 3 月）を参照。

第 1－特－44図　自営業及び起業の状況

 

（％）
a．人口に占める自営業主数の割合（男女別，平成24年）
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（備考）総務省「労働力調査（基本集計）」（平成24年）より作成。
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（備考）１．総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年），総務省「経
済センサス－基礎調査」（平成21年）を内閣府において独自
集計。

　　　　２．個人事業主（女性及び男性）による雇用創出・喪失率は，
平成18年から21年の間に創出・喪失された雇用数の，21年
における個人事業主従業員人数（男女別）に占める割合。
また，法人による雇用創出・喪失率は法人従業員（男女合
計）に占める割合。
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コラム 7
女性新ビジネスプランコンペティション（日本政策投資銀行）
起業を支援する取組は，近年，国，地方公共団体等において様々な形で展開されており，経済産業省が日本政策金融

公庫を通じて実施している「女性，若者／シニア起業家資金」融資のように女性を主要なターゲットとして明示してい
るものもある。
そうした中，日本政策投資銀行（DBJ）においても，女性の新しい視点によるビジネスを新たな経済の成長と社会

の変革の原動力と捉えて，平成23年に女性起業サポートセンターを発足させ，24年からは女性経営者にターゲットを
絞った「女性新ビジネスプランコンペティション」を開催している。
技術，サービス，ビジネスモデル等において新規性や高い付加価値が期待でき，かつ，事業としての成長が期待でき

るビジネスプランを対象とし，受賞者には事業奨励金（大賞は1,000万円）を支給するほか，コンペティション終了後
も事業の実現に向け，起業・経営ノウハウのアドバイスやネットワーク紹介，ビジネスプランのブラッシュアップ等の
メンタリングを外部専門家とも一部連携しながら行う。また，受賞者だけでなく応募した女性起業家を対象に，起業や
経営に役立つ様々なテーマでセミナーを実施するなどの支援も実施している。
第 1回コンペティションでは，全国各地から様々な業種にわたる643件の応募があり，その中から，持続可能な農業

を目指し，IT技術を用いて生産者と消費者をつなぐ
「ベジタブルプロバイダー事業」を提案した加藤百
合子氏（株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役）
が大賞を受賞した。また，震災復興に資する事業と
して，気仙沼の漁業資源をいかした新ファッション
ブランドの創設を提案した株式会社オイカワデニム
代表取締役の及川秀子氏が震災復興賞を受賞した。
DBJでは，平成25年も同コンペティションを実

施しており，新たな起業家も多数応募している。女
性によるイノベーションの多様化が将来のビジネス
シーンや社会を変える力になるよう，女性による新
ビジネスの成長支援に積極的に取り組んでいる。

⑵　テレワーク
結婚・出産期以降の年齢階級において非正規雇用

を希望する女性は，年齢を問わず，その理由として，
「都合の良い時間に働ける」ことを上位に挙げてい
る（第 1－特－28図（再掲））。また，育児に当たる
ことの多い30～44歳の年齢階級及び介護に当たるこ
との多い50～54歳の年齢階級では「家庭の事情（家
事・育児・介護等）や他の活動（趣味・学習等）と
両立しやすい」ことが，45歳以上の年齢階級では
「通勤時間が短いこと」等が，それぞれ理由の上位
に挙がっている。
これらの条件が正規雇用においても満たされれ

ば，各ライフステージを通じて正規雇用を継続でき
る可能性が広がると考えられる。そのような働き方
として期待されるのがテレワークという勤務形態で

ある。

（企業による導入状況）
総務省「通信利用動向調査（企業編）」（平成23年）
によれば，テレワークを導入済みあるいは具体的に
導入を考えている企業は全体の13.5％であり，低水
準にとどまっている。従業者規模別で見ると，規模
が大きいほどテレワークの導入が進んでおり，従業
者数5,000人以上では半数近くの企業が導入済みか，
あるいは具体的に導入を考えている（第 1 －特－
45a図）。
同調査によると，調査企業全体では，「定型的業
務の効率性（生産性）の向上」が理由として一番多
く挙げられている（48.8％）。「通勤弱者（身障者，
高齢者，育児中の女性等）への対応」（14.0%）は，

【第 1回表彰式の様子】（提供：日本政策投資銀行）
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「勤務者の移動時間の短縮」（40.7%），「非常時（地
震，新型インフルエンザ等）の事業継続性に備えて」
（27.7%）に次いで 4番目に挙げられている。
導入済み企業の77.6％は，導入の効果があった

（「非常に効果があった」＋「ある程度効果があっ
た」）と回答している。ただし，導入済み企業にお
いても，実際にテレワークを利用している従業員は
それほど多くなく，同調査によれば，利用者が全従
業員の 5％未満である企業が全体の 3分の 2近くを
占めている。
テレワークを導入していない86%の企業は，「テ
レワークに適した仕事がない」ことを未導入の最大
の理由に挙げている（72.4%）。次いで，「導入する
メリットがよくわからない」こと（19.3%），「情報
漏えいが心配」であること（19.2%）が挙げられて
いる。

（テレワーカーの状況）
国土交通省「テレワーク人口実態調査」（平成23
年度）によると，平成23年の東日本大震災後にテレ
ワークの利用者が急増し，同年における在宅型テレ
ワーカー数36は雇用型と自営型を合わせて約490万
人と推定され，就業者に占める割合は7.5％である。
在宅型テレワーカーのうち，週20時間以上テレワー
クを行っている利用者は，雇用型，自営型とも約 6
割に上っている。
自営型狭義テレワーカーの約 3割，雇用型狭義テ
レワーカーの 4割弱が，育児や介護と両立しながら
仕事が可能になることをテレワークのメリットとし
て挙げている一方，自営型狭義テレワーカーの 2割
弱，雇用型狭義テレワーカーの 3割弱が，育児や介
護をしながらだと，仕事の効率性・生産性が低くな
ると答えている（第 1 －特－45b図）37。また，非
テレワーカーの約 4分の 1が，育児や介護をしなが
らだと仕事の効率性・生産性が低下する可能性があ
る，と回答している。

第 1－特－45図　テレワークの状況

家族等の介護をしながら
だと，仕事の効率・仕事
の生産性が低くなる

育児をしながらだと，仕
事の効率・仕事の生産性

が低くなる

家族等の介護と両立しな
がら仕事が可能になる

育児と両立しながら仕事
が可能になる
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a．従業者規模別テレワーク導入状況（平成23年） b．テレワークと育児・介護等の両立に関する
テレワーカーの意見（平成23年度）

10 20 30 40（％）

雇用型狭義テレワーカー

（備考）１．国土交通省「テレワーク人口実態調査」（平成23年度）より
作成。

　　　　２．「狭義テレワーカー」とは，ふだん収入を伴う仕事を行って
いる人の中で，仕事でICTを利用している人かつ，自分の
所属する部署のある場所以外で，ICTを利用できる環境に
おいて仕事を行う時間が１週間あたり８時間以上である人
をいう。

5,000人以上

3,000～4,999人

2,000～2,999人

1,000～1.999人

500～999人

300～499人

100～299人

導入済み・在宅勤務あり 導入済み・在宅勤務なし
未導入・具体的に導入予定あり 未導入・予定なし
無回答

（備考）総務省「通信利用動向調査（企業編）」（平成23年）より作成。
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3.1
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36 ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で，仕事でICTを利用している人，かつ，自分の所属する部署のある場所以外で，ICT
を利用できる環境において仕事を行う時間が 1週間あたり 8時間以上である人（狭義テレワーカー）のうち，自宅（自宅兼事務所
を除く）でテレワークを少しでも行っている（週 1分以上）就業者。

37 「まったくそう思う」と「そう思う」の合計。
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